
 2-1-1 

厚生労働科学研究費補助金(地域医療基盤開発推進研究事業) 

「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」 

分担研究報告書（令和 3年度） 

新興感染症等の感染拡大時における医療のあり方検討（感染症企画班） 

 
研究分担者 国立大学法人千葉大学 医学部附属病院   吉村 健佑 

研究分担者 国立大学法人千葉大学 医学部附属病院   佐藤 大介 

研究分担者 奈良県立医科大学 医学部 医学科公衆衛生学 野田 龍也 

研究代表者 奈良県立医科大学 医学部 医学科公衆衛生学 今村 知明 

 

 

協力研究者 

齋藤智也 国立感染症研究所 感染症危機管理研

究センター センター長 

田辺正樹 三重大学医学部附属病院 感染制御部 

高山義浩 沖縄県立中部病院感染症内科・地域ケア

科 副部長 

櫻井 滋 日本環境感染学会、岩手医科大学附属病

院 感染制御部 

馳 亮太 成田赤十字病院感染症科部長 

田村 圭 千葉県医療整備課長 

Ａ. 研究目的 

本研究は、令和 6年度からの第八次医療計画

の策定に向けて、地域医療構想による病床の機

能分化・連携、在宅医療・介護連携の推進をは

じめとした医療計画の課題を抽出し、国の施策

の検討に資する研究を行うものとする。特に、 

新型コロナウイルス感染症等を含む 新興感染

症等の感染拡大時における医療のあり方につ

研究要旨 

 本研究は、新興感染症等の感染拡大時における医療のあり方について、医療計画に係る必要な事

項および評価に資するチェックポイントを検討することを目的とする。 

 本研究では、新興感染症等の特性を踏まえ、（１）感染性・病原性・重症化リスクに応じた段階的な

医療計画、（２）改正感染症法の範囲と医療法の範囲の整理、（３）地域の医療資源量に応じた医療計

画の類型化、（４）感染拡大時に制限する「不要不急な医療」の在り方、（５）まん延時における都道府

県を越えた医療計画の在り方と必要な事項について検討を行った。 

本研究の成果として、「新興感染症等の感染拡大時における医療体制の構築に係る必要な事項」

および「新興感染症等の感染拡大時における医療体制の構築に関する評価に資するチェックポイ

ント」を取り纏めた。 

 新興感染症等の感染拡大時における医療体制の構築に係る必要な事項については、新興感染症

等の感染拡大時における医療の現状と、医療体制の構築に必要な事項に分けて記載した。 

 新興感染症等の感染拡大時における医療体制の構築に関する評価に資するチェックポイントに

ついては、アウトカム指標は、設定や評価の難しさの観点から記載しないこととした。また、二次医療

圏単位で算出可能、かつ調査・集計が不要な方法で算出可能な指標である必要があるため、「外来

感染対策向上加算Ⅰ」等、特定の診療報酬項目を算定した施設の数や対象医療機関の体制等を評

価できる指標や、「地域療連携加算」等、地域の感染対策レベルを向上させる取り組みを評価するチ

ェックポイントとした。 
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いては、令和 2年 12 月 15 日「医療計画の見直

しに関する検討会」において、医療計画への「新

興感染症等の感染拡大時における医療」を医療

計画の記載事項として位置付けることが適当

とされ、令和３年の通常国会で成立した改正医

療法において新興感染症等の感染拡大時にお

ける医療提供体制の確保に関する事項が医療

計画に位置付けられた。上記 6事業目の具体的

な記載項目や医療計画の推進体制等、政策上必

要となる指標および既存事業への感染症対策

関連指標の盛り込みについて検討する必要が

ある。 

そこで本研究では、「新興感染症等の感染拡

大時における医療」について、大規模感染症流

行時の短期的な医療需要への対応および平時

からの備えとして行政や医療機関との連携体

制について、医療計画の必要な事項および新興

感染症等の感染拡大時における医療体制の構

築に関するチェックポイントを検討すること

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究が対象とする新興感染症等の定義は、

「感染性・病原性・重症化リスクが不確実だが、

発症前の感染者を含む病原体保有者からの感

染によるまん延のおそれが高い新興感染症に

よって地域の医療提供体制に影響を及ぼす事

象」とする。ただし、再興感染症等は感染症法

や特措法等の関連する法律の変更によって齟

齬が生じる可能性があることから、法改正を注

視しながら必要に応じて定義を修正する。 

また、本研究班が対象とする事業は「新興感染

症等の感染拡大時における医療」であることか

ら、新興感染症等によって影響を受ける既存の

5 事業＋在宅医療の医療計画については対象外

とする。 

 本研究における新興感染症等の特性を踏ま

え、（１）感染性・病原性・重症化リスクに応

じた段階的な医療計画、（２）改正感染症法の

範囲と医療法の範囲の整理、（３）地域の医療

資源量に応じた医療計画の類型化、（４）感染

拡大時に制限する「不要不急な医療」の在り方、

（５）まん延時における都道府県を越えた医療

計画の在り方について検討を行う。 

その他感染症に関する専門人材の育成・配置の

在り方については専門医制度や医師需給分科

会等で別途議論が必要のため、本研究では医療

計画の内容に関する議論を中心に検討を行う。 

 また、「新興感染症等の感染拡大時における

医療」に対する医療計画に係る必要な事項の作

成にあたっては、（１）都道府県が医療計画を

立案し実行できるための医療計画、（２）未発

生期からの備えに係るチェックリストに資す

る事項、（３）都道府県が主導し、医療圏ごと

に自律的な運営ができる仕組み、（４）国内発

生早期、国内感染期を念頭に医療提要体制のオ

ーバーシュートになる限界を上げるような体

制、に留意し検討する。具体的には、新興感染

症等の専門家や感染症法および新型インフル

エンザ等対策特別措置法に関する知見を有す

る学識経験者や行政経験者を研究協力者とし

て全 7回の議論を行い、新興感染症等の位置づ

けや新興感染症等の特性を踏まえた医療計画

に関する議論を基に、医療計画の指針（案）に

係る必要な事項および評価に資するチェック

ポイントを作成する。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究では公表資料に基づいたモデル開発に

関する研究のため、個人情報や動物愛護に関わる

調査・実験は行わない。研究の遂行に当たっては、

各種法令や「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」を含めた各種倫理指針等の遵守に努め

る。また、厚生労働省医政局を始めとする関係各

所の定めた規定・指針等を遵守し、必要な申請を

行う。また、実施にあたっては、奈良県立医科大

学医の倫理審査委員会の許可を得た。 
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Ｃ. 研究結果 

本研究における成果物は別紙「新興感染症等の

感染拡大時における医療体制の構築に係る必要

な事項」および「新興感染症等の感染拡大時にお

ける医療体制の構築に関するチェックポイント」

に取り纏めた。医療体制の構築に係る必要な事項

については、以下の構成で作成した。 

新興感染症等の感染拡大時における医療体制の

構築に係る必要な事項 

１．新興感染症等の定義 

・感染症第六条第８項に規定する指定感染症 

（新型インフルエンザ等対策特別措置法第十

四条の報告に係るものに限る。） 

・感染症法第六条第９項に規定する新感染症で、

その感染力の強さから新型コロナウイルスと

同様に国内に蔓延し大きな健康被害とこれに

伴う社会的影響をもたらすもの 

２．新興感染症等の感染拡大時における医療の 

提供体制 

医療提供体制に関係する機関および具体的な

役割については以下の通りとした。 

(1) 都道府県・市区町村 

一般の医療機関における診療体制の整備、臨

時の医療施設の設置、必要に応じた警戒活動

の実施、各自治体による感染対策チームの派

遣、圏域を超える搬送調整等 

(2) 新興感染症等の患者の診療に対応する病院 

重症・中等症の新興感染症等患者の管理 

(3) 感染症指定医療機関 

① 特定感染症指定医療機関 

（感染症法第六条） 

② 第一種感染症指定医療機関 

③ 第二種感染症指定医療機関 

(4) 後方支援医療機関 

新興感染症等以外の一般診療体制の維持 

(5) 外来・検査医療機関 

発熱外来を含む地域の患者の外来診療や検査 

(6) 保健所・地域保健福祉センター 

医師の届出受理、積極的疫学調査、検体の採取、

入院勧告、陽性患者の HER-SYS 搬送、有事にお

ける入院調整、措置を用いた健康観察の要請 

(7)消防本部 

救急活動、患者の搬送 

(8)地方衛生研究所 

病原体の検査、サーベイランス、情報提供等 

(9) 検疫所 

空港・海港での検査、検疫所が確保する宿泊 

施設での待機措置 

次に、医療体制の構築に係る事項について段階

別に次の通り整理した。 

３．発生段階 

新興感染症等の感染拡大状況に応じて発生段

階を決定し、必要な事項を整える。 

(1) 平時を前段階（未発生期）・第一段階（海外

発生期）・第二段階（国内発生期）とする 

(2) 有事を第三段階（感染拡大期・まん延期・回

復期）とする 

(3) 発生段階の切り替えの判断は都道府県と 

保健所設置市からの要請を受け、国が行う 

４．目指すべき方向 

(1) 平時において、新興感染症等に対応する医療

を準備できる体制  

(2) 有事において、新興感染症等以外の一般医療

が維持され、かつ新興感染症等に対応する医

療が実施できる体制 

５．各医療機能と連携 

都道府県は協定に基づくアライアンスを介し

て、医療機関および保健所と連携を行う。 

＜協定に基づくアライアンス＞ 

i.医療機関はフェーズ別の確保病床数を都道
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府県に報告し、実行に備える。 

ii. 都道府県は受入医療機関に対し、研修医・

専攻医を含む人員を重点的に配置する。 

iii . 都道府県はアライアンスを締結した医

療機関並びに締結していない医療機関を公

表する。 

６．有事の際に必要となる施設の整備 

 都道府県は有事における新興感染症等に対応

するため、以下の医療機関以外の有時の臨時施設

に係る整備計画を作成することとした。 

（１）受入医療機関 

感染拡大時の重症・中等症患者の受け入れ 

（２）受入医療機関以外の病院 

専門医療機関、回復期の患者の入院管理を行う

後方支援医療機関、自宅療養者への往診、訪問

看護等、新興感染症等以外の一般医療の提供 

（３）診療・検査医療機関 

地域の発熱相談センター・医療機関からの紹介

患者、かかりつけ患者への外来診療・検査 

（４）保健所 

医師の届け出受理、積極的疫学調査、陽性患者

の重症度評価、入院調整、在宅療養支援、検体

採取 

（５）都道府県 

病床確保計画の作成、確保病床数の推計、受入

医療機関・一般の医療連携体制に配慮した受入

体制の構築 

７．医療機関以外の有事の際に必要となる施設の

整備 

 都道府県は有事における新興感染症等に対応

するため、以下の医療機関以外の有時の臨時施設

に係る整備計画を作成することとし、医療機関以

外の有時の臨時施設に求められる事項は次の通

り整理した。 

（１）臨時医療施設 

特措法第 31 条の２の規定に基づく臨時医療 

施設の開設 

（２）宿泊療養施設 

感染症法第 44 条の３の規定に基づき必要な宿

泊施設を開設 

（３）入院待機施設 

入院待機者や症状悪化した自宅・宿泊療養者等

を一時的に受け入れ、必要な処置を行う 

これらの役割を基に、新興感染症等の感染拡大

時における医療体制の構築に関するチェックポ

イントについて検討した結果、ストラクチャー・

プロセス・アウトカム評価フレームワークのうち、

新興感染症等への対応におけるアウトカム指標

は、災害医療と同様で設定が難しいことから、新

興感染症等の感染拡大時における医療体制の構

築に関するチェックポイントから除外する枠組

みで整理することとした。（指標例については別

表参照） 

 

Ｄ. 考察   

１．新興感染症等の感染拡大時における医療体制

の構築に係る必要な事項について 

本研究では、新興感染症等の感染拡大時におけ

る医療がどのようなものであるのかについて概

観し、どのような医療体制を構築するのかについ

て示した。 

「新興感染症等の定義」については、本研究に

おいては感染症法との関連を見据え、「感染症第

六条第８項に規定する指定感染症（新型インフル

エンザ等対策特別措置法第十四条の報告に係る

ものに限る。）」および「感染症法第六条第９項

に規定する新感染症で、その感染力の強さから新

型コロナウイルスと同様に国内に蔓延し大きな

健康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすも

の」と定義した。新興感染症等の感染拡大時にお



 2-1-5 

ける医療計画は、新興感染症等の感染拡大によっ

て、一般診療へ影響を及ぼす事態を想定し、平時

からの準備に備えるための必要な事項であるこ

とから、今後の感染症法の改正および令和 3年度

以降も継続している国内外の感染症等の感染拡

大による事例および被害状況を加味した定義に

ついて、引き続き議論が必要である。 

また、新興感染症等の感染拡大状況に応じた発

生段階別に整理を試みた。平時および有事の定義

については、感染症法との関連を見据えつつ、新

興感染症等が感染症指定医療機関で対応できる

か否かの範疇を基準とし、(1) 平時において、新

興感染症等に対応する医療を準備できる体制、

(2) 有事において、新興感染症等以外の一般医療

が維持され、かつ新興感染症等に対応する医療が

実施できる体制を目指すべき方向性として定め

た。本研究では有事の際に必要となる医療機関等

および医療機関以外の施設の整備について記載

したが、同時に、平時から医療機関の役割分担等

の検討に加え、有事に対応できる医療機関や高齢

者施設を増やすことや、PCR 等の検査体制を医療

機関単位で確保していくことが必要である。 

また、本研究班では、都道府県がこれらの協力

連携体制について実効性を持たせる観点から、協

定に基づくアライアンスについて記載した。感染

拡大の段階別の確保病床数に応じた都道府県に

よる支援および連携協力体制の公表を協定に盛

り込むことで、都道府県における新興感染症等の

感染拡大時における医療体制を速やかに稼働さ

せる計画が必要と考えられた。 

新興感染症等に対応するための医療計画では、

医療計画における既存事業においては、 二次医

療圏がベースに考えられているのに対し、新興感

染症等の場合の医療圏は入院医療、検体採取、ワ

クチン接種の体制等によって範囲が異なる点に

留意する必要がある。 

また、新興感染症等の感染拡大に対応するため

の医療計画においては、限られた医療資源を最大

限活用すると同時に、その限界を明示する必要が

ある。サーベイランスのセンターとの連携や、医

療需要予測もリスク体制の構築として検討すべ

きである。特に医療資源が限られる地方において

は、施設設備や ECMO 等の技術的制約の理由で新

興感染症等に対応できないという議論になりが

ちであった。そのため、医療計画においては、基

幹病院に感染管理の認定看護師等を配置し、クラ

スター発生時にはそれらを派遣する等、DMAT のよ

うな公的支援の仕組みや、平時における人材確保

および訓練についても組み込むことが望ましい。 

また、新興感染症等の感染拡大時に一般医療を

どこまで制限するかという論点については本医

療計画の範囲に含まれる。ただし、感染拡大の抑

止を優先するために一般診療や行動制限を抑制

することと、（新興感染症等および一般診療にお

ける）重症者救命を優先するために地域の流行は

ある程度容認することについて、判断基準がない

まま議論することの難しさがあることから、新興

感染症等の発生段階から、当該新興感染症の特性

に基づく議論が必要であることが示唆された。 

2.新興感染症等の感染拡大時における医療体

制の構築に関するチェックポイントについて 

新興感染症等の感染拡大時における医療体制

の構築に関するチェックポイントについては、ア

ウトカム指標はへき地医療や災害医療と同様に、

設定や評価の難しさの観点から記載しないこと

とした。また、都道府県が医療計画を策定するこ

とを鑑み、二次医療圏単位で算出可能、かつ調査・

集計が不要な方法で算出可能な指標である必要

がある。たとえば感染防護服やパルスオキシメー

ターの備蓄数等を県が把握することは不可能で
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あることから、可能な限り負担の少ない指標が望

ましいため、「外来感染対策向上加算Ⅰ」等、特

定の診療報酬項目を算定した施設の数や対象医

療機関の体制等を評価できる指標が現実的であ

る。加えて、「地域療連携加算」の活用等、各医

療機関の感染対策レベルを向上させる取り組み

を評価するチェックポイントが望ましい。いっぽ

うで、G-MIS を通じたデータの利活用等も検討す

ることで、これらに限らないチェックポイントが

策定できる可能性が示唆された。 

また、新興感染症等への対応という事業は、次

の 10 年を見据えたステップとして考えていく必

要がある。本研究における医療体制の構築に係る

必要な事項および新興感染症等の感染拡大時に

おける医療体制の構築に関するチェックポイン

トにおいては、新興感染症等を新型コロナウイル

ス感染症（オミクロン変異体）として想定してい

るが、10 年後には一般医療機関でも対応できるよ

うな体制を目指して、各対象医療機関等のプロセ

スを評価する指標が求められると考えられた。次

の10年に向けて新興感染症等に対応するために、

何をどの程度準備をするかを明確にし、地域の連

携、協議の枠組み、有事を想定した訓練について

も新興感染症等の感染拡大時における医療体制

の構築に関するチェックポイントに組み入れる

ことが検討された。 

 

Ｅ. 結論 

新興感染症等への対応に関する医療計画にお

いては、指標の基軸は、①人（感染症医等の数）、

②場所（感染対策向上加算を算定する施設など対

応可能な医療機関）、③もの（感染症対応物資、

備蓄など）の観点から、新興感染症等の感染拡大

時における医療体制の構築に関するチェックポ

イント検討することが必要である。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

  



 2-1-7 

 

  



 2-1-8 

 

 


